
編集方針
株式会社 商工組合中央金庫は、投資家、株主の皆さまをはじめとした全てのステークホルダーの方々に当金庫の事業内容と企業価値向上の取組
みをわかりやすくお伝えし、建設的な対話の端緒とすることを目的として、「統合報告書 ディスクロージャー誌 2023」を作成いたしました。編集に
あたっては国際統合報告評議会（IIRC）「国際統合報告フレームワーク」、経済産業省「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」などの各種
ガイドラインを参照しました。本報告書を通して当金庫に対する理解を深めていただければ幸いです。
本報告書は、株式会社商工組合中央金庫法第53条に基づくディスクロージャー誌（業務及び財産の状況に関わる説明書類）の本編を兼ねています。
ディスクロージャー誌としてご利用の際には、本報告書ならびに「統合報告書 ディスクロージャー誌 2023 [別冊] 資料編」をあわせてご参照ください。 
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商工中金の概要
（2023年9月30日現在）

▶ 名称 株式会社 商工組合中央金庫（略称／商工中金）
 （2008年10月1日 株式会社化）

▶ 会社成立の年月日 1936年10月8日
▶ 目的  株式会社商工組合中央金庫は、その完全民営化の実現に向けて経営の自主性を確保しつつ、

中小企業等協同組合その他主として中小規模の事業者を構成員とする団体およびその構成
員に対する金融の円滑化を図るために必要な業務を営むことを目的とする株式会社とする。

▶ 業務開始 1936年12月10日
▶ 資本金 2,186億円（うち政府出資1,016億円）
▶ 資本構成

（※2）株式会社への転換に際し、中小企業の皆さま
に対する円滑な資金の供給が継続的に実現で
きるよう、政府出資金から3,037億円、利益
剰余金から970億円、合計4,008億円につい
て特別準備金への振替を行ったものであり、
これは自己資本の中核的な位置付けである普
通株式等Tier1資本とされています。

（※1）危機対応業務の円滑な実施のために必要な財
政基盤の確保に資するものとして措置された
ものであり、自己資本の中核的な位置付けで
ある普通株式等Tier1資本とされています。

▶ 資金量  預金 6兆1,636億円
 譲渡性預金 4,696億円
 債券 3兆3,569億円
▶ 貸出金 9兆5,973億円
▶ 店舗等 国内102／海外4
▶ 職員数 3,533人
▶ 格付 

商工中金に関する情報は、インターネットのホームページでも、ご紹介しています。

https://www.shokochukin.co.jp/
本誌は、株式会社商工組合中央金庫法第53条に基づいて作成したディスクロージャー資料（業務および財産の状況に関する説明書類）です。

▶ 業務内容
１. 融資業務  設備資金や長期運転資金をはじめ、手形割引などの短期運転資金まで、中小企業の方々が

事業のために必要とする資金に対して幅広い融資を行っています。
 また、中小企業の方々の多様化した資金調達ニーズに応えるべく、私募債、シンジケートロー
ン、ストラクチャードファイナンスなどの金融手法の開発、普及にも取り組んでいます。

２. 預金・為替業務 ①預金
　 当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、別段預金、非居住者円預金および外貨預金

を取り扱っています。
②譲渡性預金
　譲渡可能な預金を取り扱っています。
③為替
　内国為替および外国為替を取り扱っています。

３. 債券業務  中小企業の方々に安定した資金をご提供するため、金融債である商工債を発行して資金を
調達しています。

４. 資金証券業務  商工中金全体の資金調達・運用を効率的に行うことを目的として、国内外の金融市場でマー
ケット業務に取り組んでいます。

５. 国際業務  中小企業の方々の事業活動を支援する総合金融機関として、外国送金、輸出入に関する業
務を行うとともに、海外進出にかかわるご支援、海外現地法人へのご融資などあらゆる海
外取引に積極的に取り組んでいます。

６. その他 ・金利、通貨などのデリバティブ取引
・幸せデザインサーベイ
・M&A・事業承継に関する業務
・経営情報の提供
・中金会・ユース会の運営支援
・産業調査・経済調査
・その他、上記に付帯又は関連する業務　　など

R&I JCR Moody’s
長期 AA－（安定的） AA+（ネガティブ） A2（安定的）

利益剰余金
2,371 億円

合計
9,849 億円

民間保有株式
1,170 億円

政府保有株式
1,016 億円

危機対応準備金（※1）
1,295 億円

特別準備金（※2）4,008 億円

資本剰余金
0 億円

自己株式
△11 億円

商工中金 PURPOSEプロモーションムービーのご紹介

「変化のためにできること篇」「メッセージリレー篇」

　変わらない使命のために
皆さまには、平素より格別のお引き立てを賜り、

誠にありがとうございます。
私ども商工中金は、昨年6月の株式会社商工組

合中央金庫法の改正を受け、民営化に向けたプロ
セスを歩んでいます。法改正により、今後政府保
有株式の全部処分とともに業務範囲が拡大されま
すが、株主資格制限や特別準備金などの必要な各
種措置は維持され、危機対応業務については責務
化されることとなりました。

民営化後も「真に中小企業のお客さまのお役に
立つ金融機関として、変化につよい社会を実現す
る」という変わらない使命のもとサービスや機能
を強化し、お客さまのサステナブルな経営を支援
してまいります。また、このビジネスモデルの持
続的な発展のため、引き続きコンプライアンスの
徹底や内部管理態勢の強化に取り組むとともに、
人的資本経営やデジタルトランスフォーメーショ
ンなどにより商工中金自身を変革しつづけてまい
ります。

　金融経済環境
2023年度上半期のわが国経済は、新型コロナウ

イルス感染症の5類移行に伴う経済活動の正常化
などから緩やかに回復しました。一方で、原材料
価格の上昇やエネルギーコストの増加などを背景
に先行きの不透明感も懸念されます。加えて、人
手不足感の拡大や、コロナ禍で増加した借入債務
の問題、サステナブル経営への変革など、中小企
業の経営課題は従前にも増して多様化しています。
こうした状況の下で中小企業の景況は二極化して
おり、お客さまの早期経営改善支援や事業再生支
援にしっかりと取り組んでまいります。

　2023年度上半期の回顧
商工中金では、中期経営計画の第2期目である

2023年度を「これまでの体制整備やサービス検
討を踏まえた中期経営計画の各施策を徹底的にや
り尽くす1年」と位置付け、その取組みを加速さ

せるとともに、さらに長期的な視点で「真に中小
企業のお役に立つ」ための金融機関の在り方を検
討してまいりました。

具体的には、中期経営計画の主要戦略である
「サービスのシフト」、「差別化分野の確立」、「企業
変革」の実行フェーズとして、課題解決に向けて
取り組むお客さまに対して様々な経営リソースを
提供してまいりました。また、そのための機能拡
充として、投資専門子会社である商工中金キャピ
タル株式会社の設立や、日系企業の進出が盛んな
ベトナムのハノイに駐在員事務所を開設しました。

今後も、お客さまとの対話を通じ課題・ニーズ
の共有を図るとともに、踏み込んだ支援に伴う付
加価値の高いソリューションの提供を加速させて
いきます。

　むすびに
「中小企業による中小企業のための金融機関」と

して、皆さまから信頼され、これまで以上にお役
に立てるよう、日々お客さまと真摯に向き合い、
当金庫自身も変革を継続していきます。

皆さまのこれまでの格別のお引き立てに感謝申
し上げるとともに、引き続き力強いご支援を賜り
ますようお願い申し上げます。

2024年1月
株式会社 商工組合中央金庫
代表取締役社長

関 根　正 裕

「中小企業による中小企業のための金融機関」として
お客さまと真摯に向き合い、変革を続けてまいります

1PB SHOKO CHUKIN BANKSHOKO CHUKIN BANK
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